
 

出資法人等経営状況報告書 

 

１ 作成年月日及び担当部署 

作成年月日 令和 4年 8月 23 日 担 当部署 農林水産部 農政課 

 

※以下は令和 4年 3月 31 日現在の内容です。 

２ 法人等の概要 

法 人 名 公益財団法人 牧農林業振興公社 

代 表 者 
理事長 中川 耕平 

■ 常 勤   □ 非常勤 ■ プロパー  □ 市兼務  □ その他 

所 在 地 新潟県上越市牧区柳島 353 番地 

設立年月日 平成 8年 3月 22 日 

基 本 金 30,000 千円 市出捐割合 83.3％ 

設 立目的 
地域社会の振興及び生活環境に関する事業を通じて、農林業生産の維持及び向

上を図り、もって牧区における農林生産及び地域社会経済の活性化に寄与する。 

主な事業 

⑴ 農作業支援事業 

⑵ 農地保全事業 

⑶ 農地利用集積円滑化事業 

⑷ 中山間地域等直接支払交付金業務受託事業 

⑸ 多面的機能支払交付金業務受託事業 

⑹ 都市と農村交流事業 

⑺ 地域保全管理事業 

 

３ 役員数                                                           （単位：人） 

 常勤 非常勤 計 
内 訳 

プロパー 市兼務 その他 

理事 1 4 5 5 0 0 

監事 0 2 2 2 0 0 

計 1 6 7 7 0 0 

 

４ 職員数                            （単位：人） 

 計 
内 訳 

プロパー 市兼務 

正社員 6 6 0 

その他 0 0 0 

計 6 6 0 
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５ 事業実績（概要） 

【令和 3年度の経営状況】  

一般正味財産と指定正味財産の増減額の合計は、前期比 3,524 千円の減となったが、全体収

支では 8,011 千円の黒字であり、正味財産期末残高は 122,025 千円となった。 

主な要因として、経常収益では米の販売収入の減少に加え、ライスセンターの施設管理や道

路等の除雪作業に係る業務量の減少等に伴い前期比 7,321 千円の減となり、経常費用では受託

作業における人件費の減少等に伴い前期比 1,960 千円の減となったことによるもの 

【令和 3年度の主な取組】 

⑴ 農作業支援事業 

事業名 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

水稲関係作業 

耕 耘 3.2ha 0.9ha 0.1ha 

代 掻 1.8ha 1.7ha 0.2ha 

田 植 8.7ha 7.6ha 1.6ha 

江立（溝切） 29.3ha 16.7ha 15.7ha 

刈 取 3.9ha 4.5ha 4.2ha 

延面積 46.9ha 31.4ha 21.8ha 

畑作関係作業 

（そば・大豆） 

耕 耘 0.0ha 0.4ha 0.0ha 

播 種 0.0ha 0.4ha 0.0ha 

刈 取 17.4ha 14.0ha 15.5ha 

延面積 17.4ha 14.8ha 15.5ha 

※えちご上越農業協同組合から育苗受託 13,306 枚 

⑵ 農地保全事業 

農地の荒廃化防止のため、引き受け手のない農地を借り受けて耕作を行った。 

 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

件  数 109 件 106 件 112 件 

面  積 31.7ha 31.6ha 33.6ha 

(水稲作付面積) (20.4ha) (20.1ha) (21.2ha) 

収 穫 量 75.6t 82.2t 87.3t 

（10a 当たりの収量） （6.5 俵） （6.9 俵） （6.8 俵）

⑶ 農地利用集積円滑化事業 

     地域の営農体制の強化を図るため、担い手に農地の集積を支援した。 

 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

件  数 185 件 179 件 174 件 

面  積 61.3ha 58.8ha 57.4ha 

⑷ 中山間地域等直接支払交付金業務受託事業 

     業務受託集落数：23 集落、交付金総額：78,147 千円 

⑸ 多面的機能支払交付金業務受託事業 

     業務受託集落数：16 集落、交付金総額：11,922 千円 

⑹ 都市と農村交流事業（棚田オーナー会員 9 名） 

⑺ 地域保全管理事業 

    上越市から公共施設の管理（除草）、道路除雪を受託 
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６ 財務状況（税抜） 

                                 （単位：千円） 

項 目 

令和元年度 

自 平成 31 年 4月 1日 

至 令和 2年 3 月 31 日 

令和 2年度 

自 令和 2年 4 月 1日 

至 令和 3年 3 月 31 日 

令和 3年度 

自 令和 3年 4 月 1日 

至 令和 4年 3 月 31 日 

正
味
財
産
増
減
計
算
書 

一般正味財産増減の部    

 経常収益 76,819 97,897 90,576 

  基本財産運用益 3 2 0 

  特定資産運用益 0 0 0 

  受取会費 0 0 0 

  事業収益 61,114 80,501 73,174 

  受取補助金等 12,251 13,802 13,500 

  その他経常収益 3,451 3,592 3,901 

 経常費用 73,161 84,140 82,180 

  事業費 67,416 80,183 78,822 

  管理費 5,745 3,958 3,358 

 当期経常増減額 3,658 13,756 8,396 

  経常外収益 0 0 0 

  経常外費用 0 1,837 0 

 当期経常外増減額 0 △1,837 0 

 
税引前当期一般 
正味財産増減額 3,658 11,920 8,396 

  法人税等 0 0 0 

 当期一般正味財産増減額 3,658 11,920 8,396 

 一般正味財産期首残高 66,233 69,891 81,810 

 一般正味財産期末残高 69,891 81,810 90,206 

指定正味財産増減の部    

 当期指定正味財産増減額 △558 △385 △385 

 指定正味財産期首残高 33,146 32,589 32,204 

 指定正味財産期末残高 32,589 32,204 31,819 

正味財産期末残高 102,479 114,014 122,025 

項 目 令和 2年 3月 31 日現在 令和 3年 3月 31 日現在 令和 4年 3 月 31 日現在 

貸
借
対
照
表 

資 産 127,313 143,546 152,600 

負 債 24,834 29,531 30,575 

正味財産 102,479 114,014 122,025 

 指定正味財産 32,589 32,204 31,819 

 一般正味財産 69,891 81,810 90,206 

※ 金額については、千円未満を四捨五入して表示しており、端数処理の関係上、決算書及び計算結

果と一致しない場合があります。 
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７ 市からの財政支出等 

⑴ 委託額（税込）                             （単位：千円） 

内訳 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 備考 

① 市道除雪業務 11,534 29,677 25,237  

② 水道施設管理業務 370 404 392  

計 11,904 30,081 25,629  

 

⑵ 財政援助額（税込）                           （単位：千円） 

内訳 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 備考 

① 補助金（助成金） 0 0 0  

② 貸付金 0 0 0  

③ 損失補償 0 0 0  

④ 債務保証 0 0 0  

⑤ その他（     ） 0 0 0  

計 0 0 0  

 

８ 今後の経営計画等 

⑴  次期事業計画 

 農家の多くは 70 歳以上の高齢者で、経営規模が零細である上、生産条件も悪いほ場が多く、

担い手不足の深刻化も進んでおり、農村集落の活力低下が大きな課題となっていることから、

牧農林業振興公社への期待はますます高まっている。 

農業生産活動では、コシヒカリ中心の作付けから業務用米の「つきあかり」等の多収穫米の

生産拡大を図り、国の施策に沿った米づくりを進めていく。 

平成 26 年度から実施している多面的機能支払交付金広域協定や中山間地域等直接支払交付

金広域協定の事務局を継続し、参画する集落の活動支援を行っていく。 

また、引き続きライスセンター等の施設管理や除雪業務等を受託することにより経営資金の

安定化を図るとともに、冬期間の生活道路を確保し、安全・安心な生活環境を維持していく。 

 

【主な事業】 

・ 各種免許取得や研修会等に積極的に参加し、技術の向上や担い手の確保を図っていく。 

・ 農地の集積などに係る窓口対応や高齢農家、生産組織への支援を図り、耕作放棄地の解消

に努めていく。 

・ 中山間地域等直接支払交付金や多面的機能支払交付金などの制度を活用した農地の維持管

理を支援していく。 

・ 牧区内の公共施設等の維持、保全を図っていく。 

 

⑵ 中長期経営計画 

 なし 
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９ 令和 4年度 経営状況の分析・評価 

⑴ 第三セクター等の経営状況の分析・評価のフローチャート 

※「第三セクター等に対する関与方針」から抜粋 

Ｄ 
債務超過に陥っている、又は、資本金の 50％を超え

る累積欠損金がある、若しくはそのおそれがあるか 

はい 

→ 

第三セクター等評価委

員会に見解を求める 

↓いいえ 
 

Ｃ 3 期連続の赤字であるか 

はい 

→ 

↓いいえ 
 

Ｂ 法人の経営の持続可能性に懸念のある事項はあるか 

はい 

→ 

↓いいえ 
  

Ａ 現状では、当該法人の経営状況に問題（課題）なし 

  

 

 

フローチャートによる評価 Ａ  

【特記事項】 

 

 

 非営利法人においては、累積欠損金という概念がないため、初期の正味財産に対する減

少分を累積欠損金と読み替える。 

 「3 期連続の赤字」の判断においては、「当期一般正味財産増減高」と「当期指定正味財

産増減高」の合計がマイナスとなる場合は、赤字と読み替える。 

フローチャートによる評価基準 備考 

Ａ 経営状況に問題（課題）なし 引き続き経営努力を行う 

Ｂ 法人の経営の持続可能性に懸念がある 

経営健全化の可能性について、第三セクタ
ー等評価委員会に見解を求める 

Ｃ 当期純利益が 3期連続の単年度赤字である 

Ｄ 
債務超過に陥っている、又は、 
資本金の 50％を超える累積欠損金がある 
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